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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第９期

第２四半期連結
累計期間 

第９期
第２四半期連結

会計期間 
第８期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
１月１日 

至平成20年 
12月31日 

売上高（千円）  936,349  475,131  2,526,880

経常損失（千円）  50,300  5,152  65,789

四半期（当期）純損失（千円）  75,443  33,233  136,886

純資産額（千円） －  2,099,879  2,146,062

総資産額（千円） －  2,391,546  2,372,557

１株当たり純資産額（円） －  69,498.47  73,671.48

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円） 
 2,581.02  1,118.62  4,579.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％） －  86.3  89.3

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 156,682 －  △84,663

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 △383,339 －  △62,957

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 21,505 －  △45,281

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  1,248,232  1,453,385

従業員数（人） －  83  78
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

   当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び派遣社員を含んでおります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び派遣社員を含んでおります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 83( ) 7

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 77( ) 6
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(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ソリューション事業は、役務収益に対応する原価を記載しております。 

(3）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円）

電子デバイス事業  262,017

ソリューション事業  16,283

合計  278,301

内部仕入消去  △262

連結仕入高  278,038

事業部門別 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

受注高
（千円） 

受注残高 
（千円） 

電子デバイス事業  434,392  86,405

ソリューション事業   51,241  46,015

合計  485,633  132,421

内部受注消去  △375  －

連結受注高  485,258  132,421
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(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する割合が10％以上の販売先はありません。 

  

   当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

  報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

事業部門別 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円）

電子デバイス事業  408,163

ソリューション事業  67,342

合計  475,506

内部売上消去  △375

連結売上高  475,131

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年度の米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安

に起因した世界的な規模での急激な需要減少や円高等により、個人消費や設備投資は失速し厳しい景気後退局面でし

た。当社グループが属するエレクトロニクス産業は、国内の設備投資の減少や急激な在庫調整の進展、購買意欲の減

退などにより需要が低下し、国内市場は厳しい状況で、特に産業機器分野は低調に推移いたしました。 

 このような中、電子部品・半導体のネット通販サイト「www.chip1stop.com」を運営する電子デバイス事業におき

ましては、プロモーションの強化、ユーザー利便性の向上と品揃え拡大により、当社の成長の基礎となるWeb会員

数、受注会員数は対前年同期比で引き続き大幅に増加いたしました。受注件数は第１四半期後半から第２四半期前半

にて一時低調に推移いたしましたが、６月に入り再び増勢となり、緩やかに増加いたしました。一方で、売上高につ

いては、全世界的な景気後退による国内エレクトロニクス業界の景況感悪化の影響や、インターネット通販の強みを

活かした小口販売の増加等により、受注単価が前年同期比で下落したため、対前年同期比24.0％の減収となりまし

た。 

 ソリューション事業におきましては、売上高はスポット的なコンサルティング・ソリューション収入が発生した前

年同期を23.9％下回りました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高475,131千円（前年同期比32.6％減）、営業損失2,090千

円（前年同期は33,078千円の営業利益）、経常損失5,152千円（前年同期は35,136千円の経常利益）、四半期純損失

33,233千円（前年同期は55,897千円の四半期純損失）となりました。 

なお、平成20年10月31日に連結子会社E2パブリッシング株式会社の株式を売却し、メディアコミュニケーション事

業から撤退したことにより、前年同期と比較すると当第２四半期連結会計期間は同事業の売上高が計上されておりま

せん。当第２四半期連結会計期間の売上高を、同事業を除いた前年同期の売上高と比較すると23.5％の減少となって

おります。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 電子デバイス事業 

 当事業におきましては、新規Web会員獲得及び既存Web会員活性化のためのプロモーション投資の効果と、大手電子

部品メーカーとの連携による品揃えの拡大により、当第２四半期連結会計期間末のWeb会員数は約72,000名（前四半

期末比約5,000名増）、当第２四半期連結会計期間の受注件数は約39,400件（前年同期比約6,000件増）となりまし

た。一方で、インターネット通販の強みを活かした小口販売の増加と景況感の影響による大口スポット受注の減少に

より、受注単価の下落が継続し、売上高は408,163千円（前年同期比24.0％減）となりました。販売費および一般管

理費については、顧客数と受注件数の中長期的な拡大につながるプロモーションを効果的に実施しつつ、営業経費の

削減につとめた結果、営業損失27,781千円（前年同期は13,497千円の営業利益）となりました。 

② ソリューション事業  

 当事業におきましては、電子部品・半導体の技術情報データベースのライセンス販売や、既存顧客向けのソフトウ

ェア保守収入、ベンチャーファンド「イノーヴァ」からのアドバイザリー収入、連結子会社ジェイチップ株式会社を

通じたコンサルティング収入が堅調でしたが、前年同期に発生したスポット的なソリューション収入がなくなったこ

ともあり、売上高は67,342千円（前年同期比23.9％減）、営業利益24,512千円（前年同期比27.6％減）となりまし

た。 

  

 なお、前年同期に関する情報は、参考として記載しております。 

  

(2）キャッシュ・フローの分析 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、当第１四半期連結会計期間末に比べて

226,502千円減少し、1,248,232千円となりました。これは主に、定期預金の預入による支出304,670千円によるもの

であります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において、営業活動の結果増加した資金は96,649千円（前年同期間は53,798千円の増

加）となりました。収入の主な内訳は、減価償却費21,596千円であり、支出の主な内訳は、税金等調整前四半期純損

失25,901千円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において、投資活動の結果減少した資金は344,656千円（前年同期間は39,686千円の減

少）となりました。主な内訳は、定期預金の預入による支出304,670千円、無形固定資産の取得による支出40,394千

円によるものです。  

４【財政状態及び経営成績の分析】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において、財務活動の結果得られた資金は21,505千円（前年同期間は増減ありません）

となりました。主な内訳は、株式の発行による収入23,000千円であります。 

  

 なお、前年同期に関する情報は、参考として記載しております。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．当普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。 

２. 提出日現在の発行数には平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。  

３. 当社は、単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  71,200

計  71,200

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,296  31,296
東京証券取引所 

（マザーズ） 
(注）１ 

計  31,296  31,296 － － 

2009/08/13 12:17:2609571486_第２四半期報告書_20090813121653



① 平成17年３月29日開催定時株主総会特別決議（平成18年１月31日取締役会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。 

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により1株当たり払込金額は調

整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額で新株発行を行う場合は、次の算式により１株当たり

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 なお、算式中の既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をい

うものとします。 

３．新株予約権の行使条件 

① 対象者は、本件新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問または従

業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、取締役会の承認がある場合にはこの限りでは

ありません。 

② 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

③ 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとします。ただし、④に規定する「新株

予約権割当契約書」に定める条件によります。 

④ 本総会決議および取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところに違反しないこと。 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  444

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  444

新株予約権の行使時の払込金額（円）  309,950

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月１日 

至 平成24年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  309,950 

資本組入額 154,975 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

        

既発行株式数＋

新規発行 
×

１株当たり払込金額

        または処分株式数 または処分金額 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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② 平成18年３月29日開催定時株主総会特別決議（平成18年４月26日取締役会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとします。 

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により1株当たり払込金額は調

整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額で新株発行を行う場合は、次の算式により１株当たり

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 なお、算式中の既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をい

うものとします。 

３．新株予約権の行使条件 

① 対象者は、本件新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問または従

業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、取締役会の承認がある場合にはこの限りでは

ありません。 

② 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

③ 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとします。ただし、④に規定する「新株

予約権割当契約書」に定める条件によります。 

④ 本総会決議および取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところに違反しないこと。 

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  456

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  456

新株予約権の行使時の払込金額（円）  265,000

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成27年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  265,000 

資本組入額 132,500 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

        

既発行株式数＋

新規発行 
×

１株当たり払込金額

        または処分株式数 または処分金額 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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③ 平成20年３月28日開催定時株主総会特別決議（平成20年４月16日取締役会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときには、合理的な範

囲で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

  上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとします。   

また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る払込価額で新株発行を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 なお、算式中の既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとし

ます。 

３．新株予約権の行使条件 

① 対象者は、本件新株予約権行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問または従業

員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、取締役会の承認がある場合にはこの限りではあ

りません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとします。ただし、③に規定する「新株

予約権割当契約書」に定める条件によります。 

③ 本総会決議および取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところに違反しないこと。    

   

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  930

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  930

新株予約権の行使時の払込金額（円）  48,310

新株予約権の行使期間 
自 平成22年５月２日 

至 平成24年５月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   48,310 

資本組入額  24,155 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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④ 平成20年３月28日開催定時株主総会特別決議（平成20年４月16日取締役会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときには、合理的な範

囲で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとします。   

また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る払込価額で新株発行を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 なお、算式中の既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとし

ます。 

３．新株予約権の行使条件 

① 対象者は、本件新株予約権行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問または従業

員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、取締役会の承認がある場合にはこの限りではあ

りません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとします。ただし、③に規定する「新株

予約権割当契約書」に定める条件によります。 

③ 本総会決議および取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところに違反しないこと。 

  

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  382

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  382

新株予約権の行使時の払込金額（円）  48,310

新株予約権の行使期間 
自 平成22年５月２日 

至 平成24年５月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   48,310 

資本組入額  24,155 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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⑤ 平成21年３月27日開催定時株主総会特別決議（平成21年３月31日取締役会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときには、合理的な範

囲で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとします。   

また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る払込価額で新株発行を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 なお、算式中の既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとし

ます。 

３．新株予約権の行使条件 

① 対象者は、本件新株予約権行使時において、当社または当社子会社の取締役、監査役、顧問または従業

員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、取締役会の承認がある場合にはこの限りではあ

りません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとします。ただし、③に規定する「新株

予約権割当契約書」に定める条件によります。 

③ 本総会決議および取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところに違反しないこと。 

  

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  498

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  498

新株予約権の行使時の払込金額（円）  23,172

新株予約権の行使期間 
自 平成23年４月２日 

至 平成25年４月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   23,172 

資本組入額  11,586 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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 該当事項はありません。  

  

（注）新株予約権の行使による増加であります。 

   

 

  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 

（注）  

 1,000  31,296  11,500  964,944  11,500  748,544

（５）【大株主の状況】

    

  平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

  

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社図研 神奈川県横浜市都筑区荏田東二丁目25番１号  8,240  26.32

高乗 正行 神奈川県横浜市青葉区  3,377  10.79

株式会社チップワンストップ 神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目５番５号  1,599  5.10

オムロン株式会社 
京都府京都市下京区塩小路通堀川東入南不動

堂町801番地 
 1,400  4.47

岡本 和久 東京都港区   1,026  3.27

岡本 真央 東京都港区   800  2.55

林 正治 京都府京都市中京区   401  1.28

加賀電子株式会社 東京都文京区本郷二丁目２番９号  400  1.27

丸文株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町８番１号   400  1.27

緑屋電気株式会社 東京都中央区京橋二丁目７番19号  400  1.27

エー・ディ・エム株式会社 大阪府大阪市中央区南本町二丁目６番12号  400  1.27

計 －  18,443  58.93
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①【発行済株式】 

  （注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

②【自己株式等】 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（普通株式） 

 1,599
－ （注） 

完全議決権株式（その他） 
（普通株式） 

   29,697
 29,697 （注） 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  31,296 － － 

総株主の議決権 －  29,697 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式）  

株式会社チップワンストップ 

神奈川県横浜市港北区

新横浜二丁目５番５号 
 1,599  －  1,599  5.10

計 －  1,599  －  1,599  5.10
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

    前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  29,500  31,700  24,650  27,400  40,400  39,400

最低（円）  22,500  20,100  20,600  21,600  27,370  33,400

３【役員の状況】

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,552,902 1,453,385

受取手形及び売掛金 309,923 383,820

商品 121,947 92,977

その他 21,954 107,063

貸倒引当金 △1,432 △1,491

流動資産合計 2,005,295 2,035,755

固定資産   

有形固定資産 ※1  41,103 ※1  24,638

無形固定資産   

ソフトウエア 213,630 229,069

ソフトウエア仮勘定 63,845 9,144

のれん 2,912 3,747

その他 387 401

無形固定資産合計 280,776 242,362

投資その他の資産   

投資有価証券 34,369 40,791

繰延税金資産 128 128

その他 32,966 28,958

貸倒引当金 － △77

投資損失引当金 △3,093 －

投資その他の資産合計 64,369 69,801

固定資産合計 386,250 336,802

資産合計 2,391,546 2,372,557

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 116,852 93,825

未払金 140,861 106,312

未払法人税等 10,049 －

その他 23,902 26,357

流動負債合計 291,666 226,494

負債合計 291,666 226,494
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 964,944 953,444

資本剰余金 748,544 737,044

利益剰余金 397,184 472,627

自己株式 △46,776 △45,281

株主資本合計 2,063,895 2,117,834

新株予約権 16,407 9,525

少数株主持分 19,576 18,703

純資産合計 2,099,879 2,146,062

負債純資産合計 2,391,546 2,372,557
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 936,349

売上原価 559,399

売上総利益 376,949

販売費及び一般管理費 ※1  426,304

営業損失（△） △49,355

営業外収益  

受取利息 2,556

為替差益 1,666

還付加算金 2,588

その他 1,823

営業外収益合計 8,635

営業外費用  

投資事業組合運用損 6,346

投資損失引当金繰入額 3,093

その他 140

営業外費用合計 9,581

経常損失（△） △50,300

特別損失  

固定資産除却損 20,748

特別損失合計 20,748

税金等調整前四半期純損失（△） △71,049

法人税、住民税及び事業税 3,520

法人税等合計 3,520

少数株主利益 873

四半期純損失（△） △75,443
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 475,131

売上原価 270,643

売上総利益 204,487

販売費及び一般管理費 ※1  206,578

営業損失（△） △2,090

営業外収益  

受取利息 1,901

為替差益 1,358

還付加算金 2,588

その他 549

営業外収益合計 6,396

営業外費用  

投資事業組合運用損 6,346

投資損失引当金繰入額 3,093

その他 18

営業外費用合計 9,459

経常損失（△） △5,152

特別損失  

固定資産除却損 20,748

特別損失合計 20,748

税金等調整前四半期純損失（△） △25,901

法人税、住民税及び事業税 2,590

法人税等合計 2,590

少数株主利益 4,741

四半期純損失（△） △33,233
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △71,049

減価償却費 40,444

貸倒引当金の増減額（△は減少） △136

投資損失引当金の増減額（△は減少） 3,093

受取利息及び受取配当金 △2,556

固定資産除却損 20,748

投資事業組合運用損益（△は益） 6,422

売上債権の増減額（△は増加） 73,897

たな卸資産の増減額（△は増加） △28,969

仕入債務の増減額（△は減少） 23,027

未払金の増減額（△は減少） △7,786

その他 5,419

小計 62,554

利息及び配当金の受取額 2,556

法人税等の支払額 △58

法人税等の還付額 91,629

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,682

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △304,670

有形固定資産の取得による支出 △670

無形固定資産の取得による支出 △73,914

その他 △4,085

投資活動によるキャッシュ・フロー △383,339

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 23,000

自己株式の取得による支出 △1,494

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,505

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △205,152

現金及び現金同等物の期首残高 1,453,385

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,248,232
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当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

   商品については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結

会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたこと、また在庫金額の重要性が増したこと及び在

庫システム変更を機に、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から移動平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更いたしました。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  （2）「リース取引に関する会計基準」等の適用 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にか

かる方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号）を当連結会計年度の第１四半期連結会計

期間から早期適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

  なお、リース取引開始日が当該会計基準等の適用開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

1. たな卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する

方法によっております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

  

２. 固定資産の減価償却費の算

定方法 

 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

千円53,182

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

千円48,187

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与賞与 千円151,892

減価償却費 千円40,444

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与賞与 千円68,199

減価償却費 千円21,596
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 31,296株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式 1,599株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社  16,407千円 

  

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定 1,552,902

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △304,670

現金及び現金同等物 1,248,232

（株主資本等関係）
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、取扱サービスを考慮して区分を行っております。 

２．各事業区分に属する主要なサービスは次のとおりであります。 

電子デバイス事業:  Webサイト「www.chip1stop.com」を通じた少量多品種の電子デバイスの販売 

ソリューション事業: 電子デバイスデータベースの閲覧権の販売、ソフトウェア開発等業務受託収入、購買

効率化コンサルティング提供、ベンチャーファンド「イノーヴァ」からのアドバイザ

リー収入、電子機器メーカーにおける電子部品調達業務プロセスの改善やコスト最適

化ニーズに対するコンサルティング業務収入 

３．会計処理方法の変更 

 商品については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこと、また在庫金額の重要

性が増したこと及び在庫システム変更を機に、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更いたしました。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

電子デバ 
イス事業 

  
（千円） 

ソリューショ
ン事業  
  

（千円） 

計
 
 

（千円） 

消去又は全社 
   
  

 （千円） 

連結
 
  

 （千円） 

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高  408,163  66,967  475,131  －  475,131

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  375  375  △375  －

計  408,163  67,342  475,506  △375  475,131

営業利益（又は営業損失）  △27,781  24,512  △3,269  1,178  △2,090
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当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、取扱サービスを考慮して区分を行っております。 

２．各事業区分に属する主要なサービスは次のとおりであります。 

電子デバイス事業:  Webサイト「www.chip1stop.com」を通じた少量多品種の電子デバイスの販売 

ソリューション事業: 電子デバイスデータベースの閲覧権の販売、ソフトウェア開発等業務受託収入、購買

効率化コンサルティング提供、ベンチャーファンド「イノーヴァ」からのアドバイザ

リー収入、電子機器メーカーにおける電子部品調達業務プロセスの改善やコスト最適

化ニーズに対するコンサルティング業務収入 

３．会計処理方法の変更 

 商品については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこと、また在庫金額の重要

性が増したこと及び在庫システム変更を機に、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更いたしました。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日）  

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

 前連結会計期間の末日に比べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。  

  

  

電子デバ 
イス事業 

  
（千円） 

ソリューショ
ン事業  
  

（千円） 

計
 
 

（千円） 

消去又は全社 
 

   
 （千円） 

連結
 
  

 （千円） 

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高  833,167  103,181  936,349  －  936,349

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  1,125  1,125  △1,125  －

計  833,167  104,306  937,474  △1,125  936,349

営業利益（又は営業損失）  △64,746  12,439  △52,306  2,951  △49,355

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）
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 当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

  当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  3,677千円 

  

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  提出会社  

 （注）平成21年３月31日開催の取締役会において当社取締役に対するストック・オプションとして新株予約権

    の発行を決議し、平成21年４月１日付で発行しており、平成21年４月２日に行使及び払込を完了してお

    ります。 

  

   

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

  平成21年ストック・オプション①（注）

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役３名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式 1,000株 

 付与日  平成21年４月１日 

 権利確定条件 
  付与日（平成21年４月１日）以降、権利確定日（平

  成21年４月１日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  平成21年４月１日～平成21年４月１日 

 権利行使期間  平成21年４月２日～平成21年10月１日 

 権利行使価格（円）  23,000円 

 付与日における公正な評価単価（円）       0円 

  平成21年ストック・オプション②

 付与対象者の区分及び人数   当社従業員 58名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式 500株 

 付与日  平成21年４月１日 

 権利確定条件 
  付与日（平成21年４月１日）以降、権利確定日（平

  成23年４月１日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  平成21年４月１日～平成23年４月１日 

 権利行使期間  平成23年４月２日～平成25年４月１日 

 権利行使価格（円）  23,172円 

 付与日における公正な評価単価（円）  10,500円 
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

  該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 69,498.47円 １株当たり純資産額 73,671.48円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △2,581.02円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △1,118.62円

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（千円）  75,443  33,233

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  75,443  33,233

期中平均株式数（株）  29,230  29,709

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 ― 

  

 ― 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月13日

株式会社チップワンストップ 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 沖  恒弘  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 森居 達郎  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社チップ

ワンストップの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社チップワンストップ及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

              期報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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